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小杉礼子

・「社会人の学び直し」の現状について：企業・個人を対象とした実態調査から
（2016.6.27「第3回これからの専修学校教育の振興のあり方検討会議」資

料）
・「若年非典型雇用者の生涯学習」（2013,「日本生涯学習学会年報」第34号）

職業能力の向上・開発につながる
生涯学習への期待
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新卒採用、定年までの長期雇用を
前提に、OJT中心の企業内教育訓

練、育成配慮の配置転換：

大企業・官公庁における日本型
（従来型）雇用管理の特徴

若年非正規雇用問題

・乏しい職業能力開発機会

・評価されない非正規での
経験
・低賃金、不安定
・キャリア展望をもてない

企業外の教育訓練プロバイ
ダー活用

・これまでは短期・短時間
が中心

・企業横断的、かつ専門性
の高い技術への需要拡大？

サービス経済化を背景に
した70年代、80年代の主
婦パートの増加
・性別役割分業観
・低賃金だが柔軟
・小さい責任

90年代以降の
変動対応の
正規縮小
・非正規拡大

グローバル経済化、
技術革新、情報化、
リスク拡大、変動の
幅と頻度の拡大

中小企業で少ない能力
開発機会（時間と費用
がネック）
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若年非正規雇用者の職業能力開発・キャリア形成上の課題

企業主導の訓練（OJT、Off-JT）の機会が限られている

Off-JT受講ありの者（20歳代 正社員：49.8％、正社員以外：17.5％）
Off-JT 受講者の平均受講時間数

（20歳代 正社員：30時間、正社員以外：13時間）
計画的OJT実施事業所（正社員：59.8％、正社員以外30.2％）

自己主導の能力開発の実施も少ない

自己啓発実施（20歳代 正社員：46.6％、正社員以外：16.7％）
受講者の平均受講時間数

（20歳代 正社員：44時間、正社員以外：33時間）
受講者の平均受講費用

（20歳代 正社員：32千円、正社員以外：26千円
千円未満：29.9％ ：43.3％）

費用補助あり（20歳代 正社員：50.4％、正社員以外：27.6％）
*ただし、正社員は勤務先が大半だが、正社員以外は、国や労働組合からの補助割合が高い。

能力開発基本調査」は、30 人以上の常用労働者を雇用する事業所、およびそこに属する労
働者を対象とする点に留意が必要。

出所：厚生労働省「27年度能力開発基本調査」
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勤務先の
会社

国の教育
訓練給付
金制度

労働組合 その他

20代正社員 〔46.6〕 100.0 50.4 (100.0) (98.1) (0.9) (0.3) (0.8)

20代正社員以外 〔16.7〕 100.0 27.6 (100.0) (47.5) (21.2) (11.6) (19.8)

費用の補助を受けた自己啓発を行った

表１ 自己啓発実施し、その費用の補助を受けた者の割合、および補助主体

出所：厚生労働省「27年度能力開発基本調査」

出所：JILPT（2014）「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状②―平成24年版
「就業構造基本調査」より―資料シリーズ No.144

表２ 過去1年間に行った自己啓発の方法（MA、15-34 歳、在学中を除く）

実施者計
正規の職
員・従業員

パート・ア
ルバイト

契約社員・
嘱託

その他の
有業者

求職者

大学・大学院の講座の受講 4.5 4.3 5.4 7.0 3.0 4.6
専修学校・各種学校の講座の受講 7.0 5.9 10.5 6.3 5.6 9.9
公共職業能力開発施設の講座を受講 5.1 2.4 8.4 7.5 7.1 18.8
講習会・セミナーの傍聴 19.1 20.5 13.5 17.2 26.2 15.5
勉強会・研修会への参加 20.7 24.1 11.4 20.5 23.5 9.2
通信教育の受講 11.0 10.5 13.2 9.4 9.8 10.7
自学・自習 62.9 66.4 55.5 63.5 61.0 51.6
その他 8.3 7.0 10.0 9.0 10.6 11.5
自己啓発実施者計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（千人） 4,722.5 3,059.1 456.6 264.1 337.0 353.1
自己啓発実施者割合 24.7 28.9 16.8 25.6 26.6 29.9

（％）

（％）
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合計(人）
勤務先が実
施した訓練

自己啓発*
公的助成付
き自己啓発*

いずれも実施
しなかった

3か月以内に非典型から正社員 355 20.0 27.0 4.2 61.7

非典型一貫 35,225 19.3 16.9 1.9 70.9

*P<0.01で有意

表４ 最近3カ月の「非典型雇用から正社員への移行」と過去1年間の能力開発実
施状況（15～44歳、在学中を除く）
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目指す

キャリア
に適切か
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い

自分の

目指す

べきキャ
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その他

正社員 57.6 21.0 12.9 16.8 31.2 12.1 12.6 16.8 20.4 16.4 5.2
正社員以外 37.4 33.6 8.6 19.5 29.8 14.2 10.3 12.8 23.5 21.3 11.5

正社員 55.7 9.2 12.9 17.4 28.6 11.5 11.2 13.2 24.4 26.8 3.7
正社員以外 43.7 15.0 11.5 22.1 30.4 14.0 8.2 12.9 28.2 32.8 7.8

男性 64.2 14.4 14.3 15.8 31.4 12.1 13.2 18.5 18.2 12.8 5.2
女性 45.5 33.8 10.2 19.0 30.7 11.8 11.5 13.4 24.6 23.6 4.9正

社 員
2
0
代
合
計

出所：厚生労働省「27年度能力開発基本調査」

表３ 自己啓発の問題点（MA)

出所：JILPT（2014）「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状②―平成24年版
「就業構造基本調査」より―資料シリーズ No.144 ５



１）雇用機会があること：
・移行の頻度は、景気変動に対応(JILPT 2013a).
・正社員での採用先は労働力需要の強い産業分野(JILPT 2014).

２）本人の意志・モチベーション：
・男性は結婚の前後に正社員になる比率が高い(JILPT 2010）
・前職場で仕事について相談できる人に出合っていることが移行にプラス(山本 2011）.

３）能力開発・職業能力の向上：
・職種や業種が同一(特に専門技術職、生産工程工、医療・福祉業、製造業）(JILPT 2014).
・前職でのOff-JTの経験(小杉 2010) 
・OJTの数多く受けること、Off-JTの受講日数が多いこと(原 2011)
・前職での一定の就業期間(玄田 2008 ,JILPT2009)
・自己啓発を行っていること (JILPT 2009,2014).

４）年齢：

・30歳未満の正社員移行率が高い（JILPT 2009,2014).

非正規から正規への移行の実態研究から：移行を規定する要因の分析

1）～3）の要因はOECD(2015)「Employment Outlook」の指摘と一致

６
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30代後半以降非正規雇用者の正規雇用への転換

30代後半以降の正社員転換がすすみ
にくい非正規雇用労働者の場合、職
業資格取得が正規雇用転換を促進す
る要因となるか可能性は高い。

→ 「専門実践教育訓練」制度へ
の期待

ＪＩＬＰＴ（2015）「壮年非正規雇用労働者の仕事と生活に関する研究報告―就職氷河期から「20 年後」の政策課題―」

30歳時点で「非正規または無業」である者のその後
の正規雇用への転換の促進要因（プロビット分析）

注：分析対象は
男性、未婚女性
のみ。

（ ）はレファレン
スグループ、
***は1％、**は
5％、*は10％水
準で有意である。
25歳時の雇用
形態、30歳時の
雇用形態、25歳
時の職場での
教育訓練状況、
同30歳時、をコ
ントロール。

図表５
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民間教育訓練費 自家消費
7400億円 2500億円

教育訓練給
付金関連予
算　404億円

外部流出教
育訓練費
5817億円

政府職業能力開
発予算
　1632億円

都道府県補助
　214億円

第3セクター補助
　14億円

外部流出　513億円

職業能力開
発事業
　1228億円

教育訓練
サービス市
場総支出
9032億円

民間部門　9割

学校法人　わずか

公共部門　1割

自家消費　487億円

アウトソー
シング

株式会社等
6割

経営者団体
3割

企業外の教育訓練プロバイダー・市場規模

図表６ 支出から推
計される市場規模

JILPT(2007)「日本の職業能力開
発と教育訓練基盤の整備」
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なお、教育訓練プロバイダー調査から、その事業収入から推計される市場規模は、1兆
3千億円

教育訓練プロバイダー調査

図表７
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JILPT(2015)『企業における資格･検定等の活用、大学･大学院等の受講支援に関する調査』調査シリーズNo.142 
調査対象：常用労働者100人以上規模企業9976社（産業･規模で割当）、有効回答1475（14.8％）、2014年実施

「業務命令」または「会社
として支援」している企業

は22.7％（393社）

図表８
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支援内容は授業料の（一部）
負担、フレキシブルな勤務時
間、通学を不利益としない確

約など

図表９
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図表１０
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支援企業では、配転や移動
での配慮、昇進・昇格での
配慮をしている企業が多い

図表１１
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支援企業は、担当業務における専門性の向上を評価しているばかりでなく、
幅広い知識の習得やモチベーション向上の面もプラス評価している。受講
者は離職しやすいといったマイナス評価はごくわずか。

図表１２

１４



専門実践教育訓練給付金の受給者の属性、受講講座

図表１３

１５



http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000137694.pdf

厚生労働省HPより
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図表１４
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厚生労働省HPより １９
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